
震災研 報告「被災者健康調査について」 2020/12/26 水戸部 

 

１）問題意識と経過 

・県民センターとして、東日本大震災から 10 年の節目 

 ①医療担当世話人として、「大震災と被災者の健康問題」を俯瞰的にまとめられないかと

いう問題意識（コホート例：被爆者健康調査、久山町調査、フラミンガムスタディなど） 

 ②近年「在宅被災者」が問題になってきたが、行政サイドからもエアポケットのように抜

け落ちている状況 

 ③スタート時から我々が批判してきた TOMMO だが、彼らのゲノムコホート調査には被災

者を含めた膨大なデーターが蓄積されている 

 ⇨ 被災者の立場から、TOMMO のビッグデータを活用できないか？ 

 ⇨ 昨年から民医連に調査 PTを立ち上げ、TOMMO にデーター分譲を申し出て手続き中 

 ⇨ TOMMO の疫学部門の寶澤、栗山両教授の学習講演を 2020/11/14 実施 

 

２）TOMMO との関係について 「批判的立場であることに変わりはない」 

・なぜ批判的なのか？その再確認 ⇨ 資料参照（生命倫理学会 WS） 

・莫大な国費を費やした被災地のコホートデーターは価値中立であり、被災者の立場に立っ

た利用を妨げるものではない 

・ゲノム研究を除けば、貴重な被災者コホート調査になりうる（国はゲノム目的だが） 

 

３）TOMMO にデーター利用の申し入れ入れに行ったときの説明資料 ⇨ 資料参照 

・主テーマは、「在宅被災者」の疫学的調査 

 

４）データーの分譲利用申請の書類（11 月の分譲委員会は通過した） ⇨ 資料参照 

 ⇨ 2021 年から、データー分譲を受けて、分析を始める予定 結果がどう出るかは不明 

 

５）県の被災者健康調査中止の問題点  

10 年で被災者は災害を卒業するわけではなく、引き続き困難を抱えていく。そのフォロー

を各自治体任せにするのでなく、県がイニシアチブをとって行うべき。 

むしろ 10年の節目で、全県的な被災者実態調査を行うことを求めたい。 

①最も困難を抱えている災害公営住宅居住者の生活や健康調査は今後も必須。 

②住宅再建していった被災者でも、マイナスからスタートであり、事業や生活上の困難を

抱えていくことになり、追跡調査は必要。 

③従来、調査対象外であった「在宅被災者」についても改めて状況把握を行うべき。 

 

県は健康調査の目的として、「要フォロー者を必要な健康支援に結びつけると同時に施策

展開の基礎資料とする」としている。調査を止めて、どのようにして被災者の健康支援や

施策展開を行おうと考えるのか？ 
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